
ワクチン・血液製剤産業タスクフォースについて 

◆ 目 的  
   今般の一般財団法人化学及血清療法研究所における事案を契機として明らかになった、   
 ワクチン、血液製剤の安定的な供給に関する課題に対処するため、ワクチン・血液製剤産 
 業のあり方を含め抜本的な対応を検討することとし、事務次官を本部長とする「ワクチン・血 
 液製剤産業タスクフォース」（副本部長：医政局長、健康局長、医薬・生活衛生局長、技術 
 総括審議官）を立ち上げ、省を挙げて今後の対応を検討する。 

◆ 検討事項 
   ワクチン・血液製剤産業のあり方について 
        ・ ワクチン・血液製剤供給体制のあり方（企業規模、市場構造、価格設定、国際展開） 
        ・ 製造販売事業者におけるガバナンスやコンプライアンスのあり方について 
 【検討における留意点】 
        ・ パンデミック等の危機管理体制 
        ・ 一部の血液製剤や抗毒素等、希少疾病用製剤の取扱い 
        ・ 善意の献血の確保対策、適正使用 

◆ 組 織 
   ・ 事務次官を本部長とし、顧問に有識者を５名、副本部長に医政局長、健康局長、医 
    薬・生活衛生局長及び技術総括審議官、本部員に大臣官房審議官（健康、生活衛生担 
    当）及び大臣官房審議官（医薬担当）を始めとして関係課長等で構成する。  
   ・ 個別具体的な議論を行うため、本タスクフォースは非公開とする。 

◆ 設 置 
     平成２７年１２月２５日設置 

事業の内容 
予防接種センター機能を有する医療機関は、次に掲げる事業の全部又は一部を実施するものとする 

 
＊予防接種センター機能推進事業 
  地方自治体での予防接種要注意者や情報提供、医療相談等を実施するための機能病院の設置に必要 
 な経費について、補助を実施。 
  ○補助先：都道府県  ○補助率：１／２  ○補助額：１県あたり326万円（平日※）× １／２ 
                             ※ 休日・時間外は120.4万円 
    
 現時点において19県31カ所の設置にとどまっており、地域での予防接種の中核機能として、予防
接種センターの機能の全都道府県設置及び機能強化について、ご理解とご協力をお願いしたい。 

予防接種センター機能推進事業について 

平日、休日・時間外において、慎重に予防接種を実施する必要のある予防接種要注意者等に対する予防接種を市町村
からの委託により実施すること。 
また、健康被害が発生した場合に迅速かつ的確な対応を図るものであること。 

（１）予防接種の実施等 

副反応を含む予防接種に関する正しい知識や情報、さらには感染症に関する知識等の提供を行うこと。 

（２）国民への予防接種に関する正しい知識や情報の提供 

予防接種要注意者に対し、予防接種の事前・事後における医療相談事業を実施すること。 
また、地域における予防接種に対する支援機関として、地域の医療機関等からの相談等にも応ずるものとすること。 

（３）医療相談事業 

医療従事者において、予防接種の手技、器具の取扱い、感染防止策、感染事例、感染症の正確な知識等を学び続ける
ため、国が例示する最新の知見を踏まえたカリキュラムやテキストを使用するなどして、地域の医師会等と連携しつ
つ、医療従事者を対象とする研修を実施すること。 

（4）医療従事者向け研修の実施 
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健康の増進に関する基本的な方向 

健康日本２１（第二次）の概要  

○ 平成２５年度から平成３４年度までの国民健康づくり運動を推進するため、健康増進法に基づく「国民の健康の増進の総合
的な推進を図るための基本的な方針」（平成１５年厚生労働大臣告示）を改正するもの。 

○ 第一次健康日本２１（平成１２年度～平成２４年度）では、具体的な目標を健康局長通知で示していたが、目標の実効性を高
めるため、大臣告示に具体的な目標を明記。 

① 健康寿命の延伸と健康格差の縮小 
 ・生活習慣の改善や社会環境の整備によって達成すべき最終的な目標。 
  ・国は、生活習慣病の総合的な推進を図り、医療や介護など様々な分野における支援等の取組を進める。 

② 生活習慣病の発症予防と重症化予防の徹底（NCD（非感染性疾患）の予防） 
  ・がん、循環器疾患、糖尿病、COPDに対処するため、一次予防・重症化予防に重点を置いた対策を推進。 
  ・国は、適切な食事、適度な運動、禁煙など健康に有益な行動変容の促進や社会環境の整備のほか、 
   医療連携体制の推進、特定健康診査・特定保健指導の実施等に取り組む。 

③ 社会生活を営むために必要な機能の維持及び向上 
  ・自立した日常生活を営むことを目指し、ライフステージに応じ、「こころの健康」「次世代の健康」「高齢者の健康」 
  を推進。 
  ・国は、メンタルヘルス対策の充実、妊婦や子どもの健やかな健康増進に向けた取組、介護予防・支援等を推進。 

④ 健康を支え、守るための社会環境の整備 
  ・時間的・精神的にゆとりある生活の確保が困難な者も含め、社会全体が相互に支え合いながら健康を守る 
  環境を整備。  
  ・国は、健康づくりに自発的に取り組む企業等の活動に対する情報提供や、当該取組の評価等を推進。 

⑤ 栄養・食生活、身体活動・運動、休養、飲酒、喫煙、歯・口腔の健康に関する生活習 

  慣の改善及び社会環境の改善 
 ・上記を実現するため、各生活習慣を改善するとともに、国は、対象者ごとの特性、健康課題等を十分に把握。 

84.93 85.59 85.99 86.30 86.61 

72.65 72.69 73.36 73.62 74.21 

65

70

75

80

85

90

平成13年 平成16年 平成19年 平成22年 平成25年 

78.07 78.64 79.19 79.55 80.21 

69.40 69.47 
70.33 70.42 71.19 

65

70

75

80

85

90

平成13年 平成16年 平成19年 平成22年 平成25年 

平均寿命と健康寿命の推移 

【資料】平均寿命：平成13・16・19・25年は、厚生労働省「簡易生命表」、平成22年は「完全生命表」 

男 性 

平均寿命 健康寿命 

（年） 

女 性 

（年） 
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    健康寿命とは：日常生活に制限のない期間 

※健康日本２１（第二次）の目標：平均寿命の増加分を上回る健康寿命の増加（平成３４年度） 
 日本再興戦略及び健康・医療戦略の目標：「2020年までに国民の健康寿命を1歳以上延伸」（平成３２年） 

74.21 

73.62 

71.19 

70.42 

86.61 

86.30 

80.21 

79.55 

平均寿命 健康寿命 

○平成25年の健康寿命は 
 男性71.19年、女性74.21年 
 
○健康寿命は 
 男性0.78年、女性0.59年延伸 
  (対平成22年) 
 
○日常生活に制限のある期間は 
 男性0.11年、女性0.28年短縮 
  (対平成22年) 

男性 
 
  平成22年 

 
 
   
  平成25年 

 
 
  
 
 
女性 
 
  平成22年 
 
 
   
  平成25年 

 
 
 

9.13年 

12.40年 

9.02年 

12.68年 

【資料】 
○平均寿命:厚生労働省「平成22年完全生命表」 
                     「平成25年簡易生命表」 
○健康寿命:厚生労働省「平成22年/平成25年簡易生命表」 
      厚生労働省「平成22年/平成25年人口動態統計」 
      厚生労働省「平成22年/平成25年国民生活基礎調査」 
      総務省「平成22年/平成25年推計人口」 
                      より算出 

社会全体としての国民運動へ 

○スマート・ライフ・プロジェクトへの参画の呼びかけ 
○社員・住民の健康づくりのためのリーフレットやポスターの提供 
○大臣表彰「健康寿命をのばそう！アワード」 
○いきいき健康大使の任命、各種イベントでの健康づくりの呼びかけ 
○健康日本２１推進全国連絡協議会との連携 

厚生労働省 

社内啓発や消費者への啓発活動に利用するロゴ
マーク の使用（商品パッケージなど） 
 → 企業等の社会貢献と広報効果 

社員・住民の健康づくりや健診促進のためのポ
スター等による啓発 
 → 社員・住民の健康意識の向上・促進 

＜事業イメージ＞ 

・フィットネスクラブ 
・食品会社 
             等 

・メディア 
・外食産業 

企業 団体 
 

自治体 

＜立命館大学父母教育後援会に 
厚生労働大臣最優秀賞を授与＞ 

平成２６年度：１．２億円 
○背景：高齢化の進展及び疾病構造の変化を踏まえ、特定健診等により生活習慣病等を始めとした疾病を予 
    防・早期に発見することで、国民の健康寿命の延伸と健康格差の縮小を図り、健やかで心豊かに生 
    活できる活力ある社会を実現することが重要である。 
 

○目標：健康づくりに取り組む企業・団体・自治体を支援する「スマート・ライフ・プロジェクト」を推進 
    し、個人や企業の「健康意識」及び「動機付け」の醸成・向上を図り、社会全体としての国民運動 
    へ発展させる。 

 国民や企業への健康づくりに関する新たなアプローチ 

 ＜スマート・ライフ・プロジェクト＞ 
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表彰名 事業者・団体名 応募対象名

最優秀賞 立命館大学　父母教育後援会 100円朝食による学生の健康管理、生活リズムの維持活動

企業部門

優秀賞

団体部門

優秀賞

自治体部門

優秀賞

表彰名 事業者・団体名 応募対象名

企業部門 アクロクエストテクノロジー株式会社 全社員で考えた禁煙への取り組み

優良賞 ＪＦＥスチール㈱西日本製鉄所（倉敷地区） 生涯を通じて運動器の低下を防ぐロコモ予防 ～2つの職場体操と体力レベルの見える化～

塩澤信用組合 いきいき健康特別金利定期預金

株式会社　広島銀行 地元中小企業の『健康経営』促進に向けた『〈ひろぎん〉健康経営評価融資制度』の創設

団体部門 独立行政法人都市再生機構 UR賃貸住宅における「健康寿命サポート住宅」の取り組み

優良賞
特定非営利活動法人
 日本サスティナブル・コミュニティー・センター

『ポケットカルテ』及び地域共通診察券『すこやか安心カード』

山県食生活改善推進員連絡協議会 塩分摂取量全国１位からの脱却！　『私達の健康は私達の手で』健康づくりのボランティア活動の取り組み

自治体部門 青森県 「『だし活』で減塩推進！減塩の普及啓発を目的とした、青森生まれのだし商品『できるだし』の商品開発と販促活動」

優良賞 蒲郡市（愛知県） 全庁的に取り組むPDCA健康戦略　メタボ率１位脱却！市民が意識し市が動いた『体重測定100日チャレンジ　めざせ1万人』

新潟県 健康寿命の延伸に向けて取り組む県民運動『にいがた減塩ルネサンス運動』

久山町（福岡県） 将来の糖尿病発症を予測する「健康みらい予報」を活用した糖尿病予防対策～福岡県久山町の官学連のとりくみ～

大和市（神奈川県） 『健康都市やまと』の取り組み　～『外出したくなるまちづくり』と『保健師・管理栄養士の地域訪問活動』を事例として～

表彰名 事業者・団体名 応募対象名

優良賞 オートバックス健康保険組合 『事業主との協働』～健康リスクの『見える化』による生活習慣病の発症予防と重症化防止活動の実践～

全国健康保険協会　兵庫支部 ＧＩＳを活用した健診受診率向上事業

○厚生労働省健康局長賞

○厚生労働省保険局長賞

○厚生労働大臣賞

株式会社デンソー/デンソー健康保険組合 データDEコラボヘルス ～社員と家族の健康づくり活動への取り組み～

全国健康保険協会　広島支部 ヘルスケア通信簿で「今」を知り、「未来」を創れば健康経営危うからず～コラボヘルスで目指せ長寿企業～

茨城県 『シルバーリハビリ体操指導士』による住民参加型の健康づくり・介護予防事業

健康寿命をのばそう！アワード　受賞取組

第４回(H27.11.16)

栄養対策について 

栄養・食生活につい
て、国民や社会の栄
養に関する課題や
ニーズが多様化し、
個人の努力だけでは
改善が困難な状況も
みられる。 

【現 状】 【目 的】 【対策の方向性】 

食事の選択が多様
となり、バランスのと
れた食事の普及が
必要 

Ⅰ．健康な食事を入手しやすい環境づくり 
（１）食品産業、関係学会等を巻き込んだ「健康な食事」の普及促進 

（２）減塩に取り組む食品企業を増やし、「おいしく減塩」を推進 

（３）食生活改善普及運動（９月）：引き続き野菜の摂取量の増加と共に 

  減塩など健康な食事の普及に資する内容として展開 

 

Ⅱ．栄養特性の違いに着目したエビデンスの収集・整理 
（１）栄養・食生活の地域格差の実態把握 

  （平成28年国民健康・栄養調査において拡大調査実施） 

（２）栄養と食品価格との関連の検証 

（３）高齢者の低栄養予防のための基準づくりの検討 
 
Ⅲ．重点領域での人材育成・確保 
（１）がんや摂食嚥下などを専門とする管理栄養士の育成システムの構築 

（２）増大する在宅療養者の栄養ケアを担う管理栄養士の確保の促進 

（３）管理栄養士の国家試験の早期化（H29年度）に向けた対応 
 
Ⅳ．地域における栄養ニーズへの対応 
（１）自治体等との協働・提案による効果的な取組の推進 
（２）食品関連産業等との協働による糖尿病予防対策の推進 
 

医療や介護におい
て多様なニーズに
対応できるもった人
材の育成・確保が
必要 

特性や地域の違い
に着目した栄養に
関するエビデンスの
収集・整理が必要 

○多様な課題やニーズに応える多機関参画型の環境づくりや人材育成・人材の確保 
○栄養特性の違いに着目したエビデンスの収集・整理による効果的な栄養・食生活支援の実現 
○自治体や関係機関等との協働による、地域における栄養ニーズへの対応の強化  

地域の栄養ニーズ
に対応できる体制
づくりが必要 
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○食品産業、関係学会等を巻き込んだ「健康な食事」の普及促進 

 平成27年９月に健康な食事に関する通知を
自治体及び関係団体宛てに発出 
 
①健康な食事の普及について、 
・ 健康な食事の考え方を整理した 
リーフレットを作成。 
・ 栄養バランスの確保のため、 
主食・主菜・副菜を組み合わせた 
食事の推奨を図るためにシンボル 
マークを作成。 
 

②生活習慣病予防や健康増進の観点から、事業者
等による栄養バランスのとれた食事の提供のため
に、主食・主菜・副菜ごとの目安を提示。 

毎日主食・主菜・副菜を揃えて食べる者
の割合の現状と目標 

68.1  
63.3  

67.8  

80.0  

0

20

40

60

80

100

平成23年度 24年度 26年度 目標 

（％） 

健康日本21 
（第二次） 

目標 
出典：内閣府「食育に関する意識調査」 

①厚生労働省健康局長通知「『健康な食事』の普及について」
（平成27年9月9日健発0909第3号） 

②厚生労働省健康局長通知「生活習慣病予防その他の健康
増進を目的として提供する食事の目安の普及について」（平
成27年9月9日健発0909第6号） 

Ⅰ．「健康な食事」を入手しやすい環境づくり（１） 

食塩摂取量の現状と目標 

 スマート・ライフ・プロジェクトに参画する食品企業
数の増加の促進 
 

 食品中の食塩や脂肪の低減に取り組む食品企業数の推移 
 

10.6 10.4 10.4 10.2 10.0 

8.0 

0
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15

平成 

22年 

23年 24年 25年 26年 

（g/日） 

健康日本21 
（第二次） 

目標 

出典：厚生労働省「国民健康・栄養調査」 

○減塩に取り組む食品企業を増やし、「おいしく減塩」を推進 

14 

67 

91 
100 

0

20

40

60

80

100

120

平成24年 25年度末 26年度末 目標 

「食塩または脂肪の含有量の低減を行っている」企業の登
録については、食塩や脂肪の含有量について従来品と比
べ10％以上の低減を行っていることを要件とする事を本年

度中に周知し、来年度から新たな要件での登録を開始予
定。 

（社） 

Ⅰ．「健康な食事」を入手しやすい環境づくり（２） 
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